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１．２０２２年度事業活動方針

一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会（以下SIPSという）は、グローバルの視点からサプライチェーンにおける情報連携のプラットフォーム構築を目指して、国連CEFACT日本委員会の作業部会である技術手法委員会の事務局を担う研究会である。また、SIPSは経済産業省により進められてきたビジネスインフラ整備事業である業界横断EDI仕様を継承し、グローバルな情報連携との相互運用性を保ちながら、その成果を金流・商流・物流の情報連携を含め、サプライチェーンに関る業務・業種に幅広く拡充してゆく役割も担っている。

昨今の国連CEFACTの活動の中で、電子化文書（メッセージ）の標準化推進から共通辞書（CCL：Core Component Library）をベースとした分野別参照モデル（RDM：Reference Data Model）の整備、及びRDMに基づく情報連携のAPI化が進められつつある。また、国内では、デジタル庁等の主導により包括的情報連携のアーキテクチャに基づくデータ連携基盤の構築に取り掛かっている。
以上を鑑み、SIPSは国連CEFACTのAPI化推進に積極的に参画するとともに、国内DX（デジタル・トランスフォーメイション）の推進基盤となるデータ連携基盤を国際的セマンティック・ハブである国連CEFACT標準と整合化してゆくことを支援する。更に、実装に役立つ情報／ツールの提供と導入スキルの普及に努め、国内外のDX推進に貢献することを方針とした。

　また、2020年当初より顕著になったコロナ感染症対策を念頭に、WEB会議やレジストリ拡充によるSIPS活動への在宅参加を支援するとともに、感染症終息時期の不透明さからリスクを考慮した事業予算の執行を行う。更に、感染症終息後の国際協調と貿易の動向変化及びIT技術の利活用分野の変化や革新を見据え、今後のSIPS活動につき役割や体制、及び継続的収支バランスの見直しを含めた検討を行った。
２．運営体制

SIPSは会員の意向に従い自主的に運営される一般社団法人であるとともに、国連CEFACT日本委員会（以下JECという）の作業グループ：技術手法委員会の事務局を担当した。よって、SIPSの事業活動計画は、SIPS会員の合意に従い、国連CEFACT日本委員会の方針に沿って立案されたものである。

　SIPS総会の下の理事会においてSIPSの事業活動計画を立案し、その活動を支援し、また管理を行った。

　理事会は、SIPS事業の運営および事業の実施に必要な組織・予算等の事業企画を行い、総会の承認を得た上で、国連CEFACT日本委員会・技術手法委員会の下に具体的活動を行う次のタスクフォースを設置した。
· 国際連携タスクフォース

· 業界横断EDIタスクフォース

　業界横断EDIタスクフォー下に、JECコード表分科会を設置した。

　SIPSの事務局は、総会で承認された計画に基づき理事会およびタスクフォースの活動を支援した。事務局運営の一部は、一般財団法人日本貿易関係簡易化協会（事務所サービス）およびニッケイコンサル（経理事務業務）に委託した。

　SIPSの事業活動のうち、理事会で必要と認めた作業は、必要に応じてEDI専門のコンサルタントであるビジネスインフラ研究所（所長　菅又久直）に委託した。
　委託内容には次の作業を含む。
· SIPS事業のプロジェクト管理
· 会議（総会、理事会、幹事会）資料の作成
· SIPS WEBページの更新
· 国際会議報告書の作成
2023年度は、SIPSの活動をより積極的に産業界に浸透させ、合わせてSIPSの事業収支を改善させることを目的にコンサルティング事業を受託した。なお、受託した事業を遂行するために、総会の承認のもとにSIPSの理事に活動の一部を再委託した（詳細は「５．収益事業報告」参照）。
３． 総会及び理事会
３．１　総会
　2022年度定時社員総会は、社員総数20名の内13名が出席し、下記要領にて開催され、全ての決議事項は承認された。
日時：2022年6月6日　13時30分～14時30分


場所：オンライン（ZOOM）
決議事項：
· 一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会会員状況が報告され、次の会員の退会を了承した。
退会幹事会員
株式会社ウフル
退会正会員
株式会社オージス総研
　　　　　　　　イオンアイビス株式会社


 株式会社データ･アプリケーション


 豊田通商株式会社
     幹事会員から正会員に変更
株式会社グローバルワイズ
以上により、2022年度当初の会員は特別会7、幹事会員5社、正会員8社を含めて社員数20を確認した。また、今年度の賛助会員8団体（前年と同様）を了承した。
· 2021年度事業報告が行われ承認された。
· 2021年度事業収支報告が行われ承認された。
· 2021年度事業監査報告が行われた。
· 2022年度事業計画の提案が行われ承認された。
· 2022年度事業収支計画の提案が行われ承認された。
· 2022年度事業を行うに当たって、一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会の事業活動の一部につき、菅又久直理事及び遠城秀和理事に委託することにつき提案が行われ、異議なく承認された。
３．２　理事会
（1） 第1回理事会
2022年度第1回理事会は、2022年5月13日時点の理事総数10名の内7名、及び監事1名が出席し、下記要領にて開催され、全ての決議事項は承認された。
日時：2022年5月13日　13：30～15：00


場所：オンライン（ZOOM）
出席理事及び監事：
代表理事
　 小島　洋一郎　　　　 豊田商工会議所副会頭

業務執行理事
　 菅又  久直

ビジネスインフラ研究所

理事
　 兼子　邦彦

SCCCリアルタイム経営推進協議会
理事
　 遠城　秀和　　　　　 ITコンサルタント

理事
　 藤野  裕司

EDIエバンジェリスト
理事　　　 伊原　栄一　　　　　 株式会社グローバルワイズ
理事　　   香坂　真人

株式会社JSOL

理事　　　 杉山　恒司

株式会社ウフル
理事　　　 柳　　紀夫

日本電気株式会社
監事
　 秋田　潤 

一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
出席理事・監事 10名
審議事項：

・一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会会員および社員
一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会の会員状況が報告され、承認された。

新規特別会員
遠城秀和（ITコンサルタント）

退会幹事会員
株式会社ウフル

　　幹事会員より正会員に変更　株式会社グローバルワイズ
退会正会員
株式会社オージス総研
イオンアイビス株式会社
株式会社データ･アプリケーション
豊田通商株式会社

・2021年度事業報告が行われ承認された。

・2021年度収支報告が行われ承認された。

・2021年度事業監査報告が行われた。
 ・2022年度の理事につき、伊原栄一及び杉山亘司の2名が退任し、新たに齋藤孝
平及び柳紀夫の2名の就任が承認された。


・2022年度事業計画の提案が行われ承認された。

・2022年度事業収支計画の提案が行われ承認された。
（2） 第2回理事会
2022年度第2回理事会は、2022年6月6日の総会にて承認された理事10名の内8名、及び監事1名が出席し、下記要領にて開催され、全ての決議事項は承認された。
日時：2022年6月6日　14時45分～15時00分


場所：オンライン（ZOOM）
審議事項：
　・SIPS理事への事業委託。
2022年度定時社員総会にて、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」第84条第2項に基づき、一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会の事業活動の一部につき、菅又久直理事及び遠城秀和理事に委託することが承認されたことに基づき、提出された見積につき審議し、妥当であることが確認された。
４．技術手法委員会
国連CEFACTの活動成果である最新の技術標準を国内産業界に紹介し適用を推進すること、及び国内産業界の情報連携に関わる技術要件を国連CEFACT標準へ反映させることを主たる目的として、SIPSは国連CEFACT日本委員会の下に設置された技術手法委員会を通して活動を行う。技術手法委員会の配下には、次の２つのタスクフォースを設置した。
· 国際連携タスクフォース
· 業界横断EDIタスクフォース

技術手法委員会の活動は配下のタスクフォース会議により遂行され、その資料準備等の作業の経費は、国連CEFACT日本委員会の事務局を務める一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会が負担した。
（１）技術手法委員会

第1回技術手法委員会は、菅又久直理事のリーダーの下、会員委員10名、賛助会員1名、及びオブザーバー1名の参加によりオンラインで開催された。
主な審議事項は次の通り。
· JEC-SIPS連携活動体制
· タスクフォースリーダーの選出
· タスクフォース活動スケジュール

· 第38回国連CEFACTフォーラム報告
４―１．国際連携タスクフォースの活動

　　国際連携タスクフォースは、新たな経済連携協定や貿易円滑化協定などの国際取引の枠組みの中で、商取引・金融・生産・物流の情報連携によるビジネスインフラ構築のために、国連CEFACTおよびアジア地域における国際連携調査研究を行った。
（１）国際連携タスクフォース会議

国際連携タスクフォース会議は、遠城秀和理事のリーダーの下、会員委員33名、賛助会員委員7名及びオブザーバー1名の参加により、4回のタスクフォース会議を通して次の調査研究を行った。なお、2020年当初より懸念が継続されているコロナ感染症拡大への対応として、全てのタスクフォース会議はオンライン（ZOOM）で行われた。
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第1回タスクフォース

　2022年8月22日

（オンライン）

15

・タスクフォース委員長に遠城秀和氏を選出。

・2022年度活動スケジュール確認。

・AFACT中間会議報告

・国連CEFACT総会：ラポータ報告レビュー

・国連CEFACT API化プロジェクト

　=>API化の進め方

　=>JSON NDR

  =>API設計規則

・TC154進捗報告

第2回タスクフォース

　2022年10月26日

（オンライン）

19

・国連CEFACT総会報告

　=>アジア太平洋地域ラポータ方向でAFACT活動を報告

　=>メッセージ構築ガイドをベースCCBDAとXML NDRを改訂

  =>日本発の電子交渉ビジネス標準が発行された

・ISO TC154総会報告

　=>TC307（ブロックチェーン）との合同WG提案は否決

　=>UNECEとの合同WGにつきTORを見直し

・国連CEFACT API化プロジェクト進捗

　=>JSON NDR技術仕様

  =>OpenAPI NDR技術仕様とRDM

第3回タスクフォース

　2022年12月20日

（オンライン）

15

・国連CEFACTフォーラム（オンライン）報告

　=>API関連プロジェクト

　　　　　JSON設計規則／API設計規則を踏まえてJSON-LD

　　　　　ボキャブラリの整備推進

  =>データガバナンスのフレームワーク提案

　=>Verifiable Credentialsの仕組み紹介

　=>MMT参照データモデルに基づくAPI化が推進

　=>貨物輸送情報の電子につきEU通達が出された

　=>電子B/Lの実装が始まっている

・2022年B版共通辞書が発行された

・AFACT総会報告

　=>日本及び台湾からカントリー・レポートを発表

　=>JASTPRO渡邊氏よりアジア地域の貿易プラットフォームの

　　報告が行われた

　=>新規プロジェクトの提案が行われた

　　　＊Data Pipeline（日本）

　　　＊Agriculture ESG（台湾）

　　　＊Carbon Emission and Verification （台湾）

　　　＊Sports Data（台湾）

　　　＊Smart Transportation（台湾）

第4回タスクフォース

　2023年2月13日

（オンライン）
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・ebMoUマンメージメント会議報告

・2023年A版CCLサブミッション

・トレードファイナンス・プロジェクト

　=>経済産業省／貿易デジタル化推進事業で、SIPSは商社

　　（7社）の実データのebXMLメッセージへのマッピング作業を

　　受託。

　=>当該作業実績をベースに、次年度はトレードファイナンス

　　参照データモデルを国連CEFACTに提案することを考える。

・2023年度SIPS活動計画案検討

　=>DATA-EX、ブロックチェーン、企業間システム協同メカニズ

　ム、電子原産地証明書、電子交渉、API化、トレードファイナン

　ス等の提言が行なわれた。


（２）国連CEFACTにおける国際標準化とその普及
（２－１）国連CEFACT日本委員会のエキスパートとして、国連CEFACTにおける手法技術PDA、国際サプライチェーンPDA、およびライブラリ管理チームに参加し、日本提案を含む標準の策定・保守と普及に貢献した。
· 第38回国連CEFACTフォーラム（オンライン）2022年5月16日～5月20日
· 第28回国連CEFACT総会（オンライン）2022年10月10日～10月11日
· 第39回国連CEFACTフォーラム（オンライン）2022年12月5日～12月6日
国連CEFACTへの参加により、SIPS及び日本企業が行った主な成果は次の通り。
· 国連CEFACT共通辞書へ日本提案を反映。
· 中小企業共通EDIへの対応
· 農業機械部品EDIへの対応
· 日本主導プロジェクトを推進。
· 電子交渉標準化プロジェクト完了
参加した国連CEFACT関係会議は次の通り。
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第38回国連CEFACTフォー

ラム

2022年5月16日～5月20日 オンライン

・運輸物流分野

　複合一貫輸送参照モデル（MMT）の概説。

  商流と物流の接点となる情報項目、「積荷

（Shipment）」と「貨物（Consignment）」の定義。

  IMO FALの危険物メッセージ紹介。

　トレーサビリティ・プロジェクトの紹介。

・サプライチェーンの混乱への対処

　ウクライナへの人道支援物資の鉄道輸送及び通関

　の緊急時対応について紹介。

・農産物貿易手続きの緩和

　物流プロセス中の物理的な商品に関連するだけで

　なく、製品の適合性、分散ID、検証可能な資格情報

　など、農業、水産、農業食品に特に焦点が当てられ

　ている。

・オープンバンキング

　オープンバンキングとは、API を使用して、さまざま

　な当事者間で金融データを共有するビジネスモデル

　を指す。

・サプライチェーンマネージメント

　日本より、製造及び部流分野における電子交渉事

　例につき解説。

　MLETR準拠の譲渡可能文書（例．船荷証券）の交

　換についての白書プロジェクトの紹介。

・国連CEFACTのAPI戦略

　RDMをセマンティックス基盤とした、API設計規則、

  JSONスキーマ設計規則、及びJSON-LDボキャブラ

　リプロジェクトの進捗状況が紹介された。


[image: image3.emf]第28回国連CEFACT総会

2022年10月10日～10月11日 オンライン

・前会期以降に生じた事項

　COVID-19及びウクライナ紛争によるサプライチェー

　ンの混乱への対応。

　循環経済における持続可能なバリューチェーンの環

　境、社会、ガバナンスのトレーサビリティに関する専

　門家チームの結成。

・地域ラポータ報告

　サハラ以南アフリカ地域及びアジア太平洋地域（担

　当：SIPS菅又）より報告書が提出された。

・承認された勧告

　勧告2：:ECEレイアウトキー:国際貿易データ交換に

　おける意味情報とコードの改訂。

・持続可能な開発と循環経済を支援する成果物

　循環経済と持続可能な資源利用のための国際的な

　バリューチェーンに沿った製品のトレーサビリティの

　強化。

・衣料および履物部門におけるブロックチェーンパイ

　ロットに関する報告書。

・発行された標準の確認

　CCL 21A, 21B, 22A

  XMLスキーマ　21A, 21B, 22A

  EDIFACTディレクトリ　D21A, D21B, D22A

  UN/LOCODE 2021-1, 2021-2, 2022-1

  CCBDA V1.1　（日本担当）

  XML NDR 2.1.1

　JSONスキーマ　NDR

  API NDR

  旅行体験プログラム

　MMT トラック＆トレースBRS

  電子原産地証明書

　取引情報ポータルBRS

  クロスボーダ管理RDM

第39回国連CEFACTフォー

ラム

2022年12月5日～12月6日 オンライン

・グローバル・サプライチェーン

　UN/CEFACT WEBボキャブラリ

　BICユースケース

・貿易円滑化分野におけるAIの利用

　eDataドメインプロジェクト

　貿易円滑化のためのAI白書

　貿易円滑化におけるデータガバナンス

・Verifiable Credential（VC）

  Cross Boarder TradeのためのVC白書

・運輸ビジネスとAPI

  MMT RDM

  eFTI

  eBL

  ICCデジタル標準


（２―２）AFACTを通じ、アジア各国の情報連携電子化状況とその取組みを調査するとともに、国連CEFACT標準に基づくSIPSビジネスインフラの普及を図るために活動した。2022年は日本がAFACTの議長国を務めた。
· AFACT運営会議（オンライン）2022年7月28日
· AFACT総会（オンライン）2022年12月15日
· AFACTフォーラム（中華台北：高雄）2023年3月30日
(中華台北で開催されたAFACTフォーラムでは、III（Institute for Information Industry）が日本、韓国、オーストラリアを招待した。日本からは石井伸一（城西国際大学）、清友大造（JASTPRO）、德正芳（JASTPRO）、何スカーレット（JASTPRO）、菅又久直（SIPS）が招待され、菅又がAIによる電子交渉につき基調講演をおこなった。
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AFACT中間会議 2022年7月28日オンライン

・第38回国連CEFACTフォーラム報告（菅又）

・BDC（Business Domain Committee）

  TradeWaltzプラットフォーム紹介

　Contourプラットフォーム紹介

　日本の貿易デジタル化プロジェクト（JASTPRO）

・TMC（Technology & Methodology Committee）

　電子交渉プロジェクト紹介

　国連CEFACT APIプロジェクト紹介

・TT&L WG（旅行レジャー作業グループ）

　旅行体験プログラム

　Sustainable Tourism

AFACT総会 2022年12月15日オンライン

・第39回国連CEFACTフォーラム報告（菅又）

・アジアにおけるシングルウィンドウと貿易プラット

　フォームの連携に関する報告（JASTPRO 渡邊）

・BDCとTMCによる新プロジェクト共同セクション

　データパイプラインプロジェクト提案（日本）

　カーボンフットプリント検証と課税（台湾）

　農業に関するESG（台湾）

　MaaS：移動のサービス化（台湾）

　運動データ利他主義プラットフォーム（台湾）

　==>プロジェクト検討体制を議論

・2023年eAsiaアワードの再開を決定

AFACTフォーラム 2023年3月30日台湾／高雄

台北及び高雄で開催されたSCSE（Smart City

Summit & Expo）と併設でAFACTフォーラムが開催さ

れた。

・基調講演1：AI-Enabled Inter-City

Delivery/Logistics in Reducing Time Consumption

（菅又）

・基調講演2：2.	Leading Technology and the Latest

Market Trend Regarding Digital Transformation in

Korea（Young Kon Lee）

・Plenary session

  Part One：Smart Transportation/MaaS

  Part Two:：Agriculture SDGs & Net Zero


（３）新技術に対応する国連CEFACTプロジェクト参加
・日本提案の国連CEFACTプロジェクトを推進
· AI連携のための電子交渉メカニズム（eNegotiation）の標準化プロジェクトを進め、業務要件仕様（BRS）を公開し、実装ガイドを完成した。
・国連CEFACT標準化プロジェクトに参加し、国内への適用につき検討を開始した。
· EDIのAPI化プロジェクト（API TECHプロジェクト、JSON-LDボキャブラリプロジェクト）に参加し、国内実装への参考とした。
４－２．業界横断EDIタスクフォースの活動
　業界横断EDIタスクフォースは、国連CEFACT共通辞書とタイムリーに連動する国内用の業界横断EDI辞書を保守管理し、当該辞書を核にした業界横断EDI仕様の国内産業界に展開することを目的とした。
（１）業界横断EDIタスクフォース会議
業界横断EDIタスクフォースは、兼子邦彦理事のリーダーの下、会員委員32名、賛助会員委員8名及び1名のオブザーバー参加により、4回のタスクフォース会議を開催した。また、国内で使用するコード表を整備するため、タスクフォースの下にJECコード分科会を設け1回開催した。
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第1回業界横断EDIタスク

フォース

　2022年7月19日

（オンライン）

20

・第1回技術手法委員会で承認された活動スケジュールを

確認。

・業界横断EDI辞書

　=>2022年A版対応の業界横断EDI辞書説明

　=>中小企業共通EDIより提起された2022年B版対応サブ

　ミッション審議

・JECコード表整備について審議

  =>業界横断標準EDIコード表

  =>中小企業共通EDIコード表

・国内DXの動向調査

　=>政府の国内DX戦略

　=>貿易デジタル化推進プロジェクト

・国連CEFACT参照データモデル研究

　=>参照データモデル白書

第2回業界横断EDIタスク

フォース

　2022年9月12日

（オンライン）

22

・国連CEFACT CCL20Bサブミッション

　=>中小企業共通EDI提案

　=>農業機械部品EDI提案

・業界横断EDIコード表

　=>SIPS原案検討

・国内DX進捗状況

　=>経団連「サプライチェーン委員会」

　=>「次世代取引基盤の構築並びに取引データの商流ファ

　イナンスへの利活用」プロジェクト

・国連CEFACT参照データモデル研究

　=>参照データモデル・ガイドライン

第3回業界横断EDIタスク

フォース

　2022年11月21日

（オンライン）

23

・国連CEFACT共通辞書22Bサブミッション審議結果報告

・JECコード表改定案審議

・国内DX進捗状況

　=>「デジタル社会に向けた重点計画」

　=>産業DXのためのデジタルインフラ整備事業

　=>企業間取引プログラムの将来ビジョン検討会

　=>トレードファイナンス事業進捗状況

・ESP（EDIサービスプロバイダー）連携

　=>遠城委員よりESP連携方式提案

・参照データモデル研究

　=>BUY-SHIP-PAY参照データモデル

第4回業界横断EDIタスク

フォース

　2023年1月16日

（オンライン）

21

・国連CEFACTコード表4461（支払種別コード）への”電子

　記録債権”コードの追加要求

・参照データモデル研究

　=>複合一貫輸送参照データモデル

・国内DX進捗状況

　=>貿易デジタル化関連プロジェクトの進捗

・2023年度タスクフォース事業計画案

　=>委員各位よりアイデア提言


（2） SIPS業界横断EDI仕様の国際標準化推進


・SIPS提案情報項目を反映した最新版の国連CEFACT共通辞書の日本語版を
整備（2022年版A版、2022年B版）した。なお、日本語版の作業経費は一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会が負担した。
・産業界の要請により、国連CEFACT共通辞書への追加・変更要求を提出し、そのハー
モナイゼーションに参画して合意を得た。
· 中小企業共通EDI対応
· 農業機械部品EDI対応
　・国連CEFACT標準に準拠するコード表を整備する。
· 国連CEFACT標準コード表に加え、中小企業共通EDIの提案を加味してJEC（国連CEFACT日本委員会）コード表を整備した。
（3） SIPS業界横断EDI仕様の国内業界への展開
・国連CEFACTメッセージ策定支援サービス提供メニューを揃えたが、2022年度にお
いては業界・企業からの具体的要請が無かった。
・データ連携基盤ソフトウエアを整備し、メッセージデータモデル間のマッピングが容易に行える仕組みを構築するための準備を行った。
５．収益事業報告
株式会社三菱総合研究所より、経済産業省「令和４年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業（貿易分野デジタル化連携ツールの検討等）」業務の一環として「貿易分野デジタル化連携ツールの検討に係る貿易文書の国際標準データ項目等マッピング業務」を受託し、業務を実施し完了した。
（１）事業内容

本事業は、貿易プラットフォームによるデータ連携を行うため、金流商流物流の情報接点となる信用状等貿易決済（トレードファイナンス）に関するデータマッピングを行い、その実用可能性を実証するものである。
本事業では以下の作業を実施し、成果であるマッピング表及び試行実験結果を納入した。
I. マッピング対象情報調査分析

II. マッピング表作成
III. 試行実験

IV. 今後の課題の検討
対象とした貿易文書は７商社、３銀行から借用した次の文書事例を対象とした。
· 売買契約書
· インボイス
· 信用状
· パッキングリスト
· 船荷証券
（3） 収益事業収支
　　[image: image6.emf]収入

受託金額 ¥3,960,000

合計 ¥3,960,000

支出

直接人件費 ¥1,188,000

菅又久直 ¥792,000

遠城秀和 ¥396,000

SIPS管理費 ¥1,640,511

合計 ¥2,828,511

収益 ¥1,131,489


６．理事への委託業務報告
　SIPS活動を円滑におこない、また収益事業を遂行するため、2022年度総会にて承認された以下の作業につき、菅又久直業務執行理事及び遠城秀和理事に委託した。
６．１　SIPS定例業務の委託
　菅又久直業務執行理事へ下表の業務を委託した。
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事務局経費 SIPSプロジェクト管理 12か月 ¥792,00012か月 ¥792,000

委員会経費 総会／理事会／幹事会 3回 ¥132,0003回 ¥132,000

普及啓発費 レジストリ登録管理 0ドメイン ¥00ドメイン ¥0

普及啓発費 WEB更新 12か月 ¥198,00012か月 ¥198,000

調査研究費 国際会議報告 1回 ¥33,0002回 ¥66,000

合計 ¥1,155,000 ¥1,188,000

予算 実績

委託作業項目 費目


６．２　収益事業の委託
　SIPSが株式会社三菱総合研究所より受託した「貿易分野デジタル化連携ツールの検討に係る貿易文書の国際標準データ項目等マッピング業務」を遂行するため、SIPSより菅又久直業務執行理事及び遠城秀和理事へ下表の業務を委託した。
[image: image8.emf]菅又久直業務執行理事への委託

マッピング調査分析 1式 ¥792,000

遠城秀和理事への委託

マッピング試行実験 1式 ¥396,000
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